
決算余剰金の使途
項  目

① 療養給付費等負担金（H30分精算）の返還【国あて】等
金額（一部推計）

約13.7億円（H30実績報告により）
② R2年度分国保事業費納付金の減算用財源 約7.3億円（約21億円ー上記①）

単 年 度 収 支 差 引 額 2,103,815 -E＝A-C
収 支 差 引 合 計 額 2,103,815 -（収入総額 支出総額）F＝B-D

基金等積立金 0 0.0

支 出 合 計 （ 支 出 総 額 ） D 119,844,229 100.0

介護納付金 4,868,451 4.1

小 計 C 119,844,229 100.0
その他 101,748 0.1

12.0
前期高齢者納付金等 60,888 0.0

支

出

総務費 2,809 0.0
保険給付費等交付金（普通交付金） 97,325,183 81.2
保険給付費等交付金（特別交付金） 3,058,232 2.6
後期高齢者支援金等 14,426,918

基金等繰入金 0 0.0

収 入 合 計 （ 収 入 総 額 ） B 121,948,044 100.0

小 計 A 121,948,044 100.0

その他 73,823 0.1

0.8
前期高齢者交付金 43,580,677 35.7

（単位：千円）
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事業費納付金 33,458,793 27.4
国庫支出金 36,867,922 30.2
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療養給付費等交付金 904,486
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（単位：千円）

款 項 目 節 事業名 金額 款 項 目 大事業 小事業 金額
１　国民健康保険事業費 １　国民健康保険事業費

１　分担金及び負担金 33,458,793 １　国民健康保険事業費 119,844,229

１　負担金 33,458,793 １　総務費 　県が保険者として必要となる事務費 2,809

１　国民健康保険事業費納付金
　保険給付費等交付金等に充てるため、県が
市町村から徴収

33,458,793 １　総務管理費 2,729

医療給付費分 一般 　保険給付費等交付金等に充てる 24,976,034 一般管理費 2,629

医療給付費分 退職 　　　〃 136,512 国民健康保険団体連合会負担金 100

後期高齢者支援金等分 一般 　後期高齢者支援金等に充てる 6,245,051 ２　運営協議会費 80

後期高齢者支援金等分 退職 　　　〃 40,076 ２　保険給付費等交付金 100,383,415

介護納付金分 　介護納付金に充てる 2,061,120 １　保険給付費等交付金 100,383,415

２　国庫支出金 36,867,922 普通交付金 　保険給付に必要な費用を全額市町村に交付 97,325,183

１　国庫負担金 23,525,622 特別交付金
①国特別調交②保険者努力③県特別交付金
④特定健診負担金（国、県）

3,058,232

１　療養給付費等負担金 　国定率負担分（32%） 22,504,297 ３　後期高齢者支援金等
　後期高齢者医療制度に対する拠出金　※支
払基金

14,426,918

２　高額医療費負担金
　1件80万円超の医療費を県内全保険者で負
担するための国負担分（1/4）

806,279 １　後期高齢者支援金等 14,426,918

３　特別高額医療費共同事業費負担金
　1件420万円超の医療費を全国の保険者で負
担するための拠出金に対する国負担

53,510 後期高齢者支援金 14,425,852

４　特定健康診査等負担金 　特定健診等に要する費用の国負担分（1/3） 161,536 後期高齢者関係事務費拠出金 1,066

２　国庫補助金 13,342,300 ４　前期高齢者納付金等
　65～74歳被保険者の保険給付費等を全国で
負担調整するための納付金　※支払基金

60,888

１　調整交付金 　国負担分（9%） 12,738,004 １　前期高齢者納付金等 60,888

普通調整交付金 　保険者の財政状況に応じ交付（うち7%） 9,873,899 前期高齢者納付金 59,931

特別調整交付金 　保険者の特別な事情に応じ交付（うち2%） 2,864,105 前期高齢者関係事務費拠出金 957

２　保険者努力支援制度交付金 　医療費適正化等の取組に対し交付 604,296 ５　介護納付金
　介護保険に対する納付金、40～64歳被保険
者の介護保険料　※支払基金

4,868,451

３　繰入金 7,062,343 １　介護納付金 4,868,451

１　繰入金 7,062,343 ６　病床転換支援金等
　病院等が行う病床の転換に要する費用を助
成するための拠出金　※支払基金

90

１　一般会計繰入金 7,062,343 １　病床転換支援金等 90

特定健康診査等繰入金 　特定健診等に要する費用の県負担分（1/3） 161,536 病床転換助成関係事務費拠出金 90

財政調整繰入金 　県負担分（9%） 5,941,093 ７　共同事業拠出金 95,482

高額医療費繰入金
　1件80万円超の医療費を県内全保険者で負
担するための県負担分（1/4）

806,279 １　共同事業拠出金
　1件420万円超の医療費を全国の保険者で負
担するための拠出金　※国保中央会

95,482

その他一般会計繰入金 　事務費相当分 153,435 特別高額医療費共同事業事業費拠出金 95,380

４　繰越金 0 特別高額医療費共同事業事務費拠出金 102

１　繰越金 0 ８　保健事業費 6,176

１　繰越金 0 １　保健事業費 6,176

５　諸収入 44,558,986 データヘルス推進事業
　医療費適正化に向けた保健事業（研修事業、
医療費分析など）（国庫10/10）

6,176

１　雑入 44,558,986

１　療養給付費等交付金
　退職者医療に係る支払基金からの交付金
（保険給付費-税＝交付金）　※支払基金

904,486

２　前期高齢者交付金
　65～74歳被保険者の保険給付費等を全国で
負担調整するための交付金　※支払基金

43,580,677

３　特別高額医療費共同事業交付金
　1件420万円超の医療費を全国で平準化する
ための交付金　※国保中央会

73,282

合　計 121,948,044 合　計 119,844,229
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